
「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護者の負担軽減対策を中心として－」の
勧告に対する改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要

【勧告先】 厚生労働省 【勧告日】 平成30年6月19日 【回答日】（１回目）平成30年12月12日（2回目）令和2年4月21日（改善状況は4月1日現在）

令和2年4月28日

ポイント
○ 厚生労働省に対して、勧告として指摘した7事項のうち6事項は、おおむね必要な対応は講じられている。

（注）必要な対応まで至っていない１事項は、都道府県が作成する次期介護保険事業支援計画（令和3年度～5年度）へ反映されるべきもの

○ 主な勧告事項とこれに対する改善措置の概要については、以下のとおり。

1

1 介護保険サービスの整備の的確な推進

勧告（調査結果） 主な改善措置状況

○介護保険サービスの整備に関する進捗管理を的確に行うため、以下の改善措置
を実施

○都道府県・市町村に対して、介護保険事業
（支援）計画における達成状況の点検・評価の
実施を改めて助言。併せて、効果的な点検・評価
の方法を情報提供

（調査結果）

介護保険事業（支援）計画の達成状況の点検・評価が実施

されていない

• 点検・評価が未実施 17/60都道府県・市町村

• うち、介護保険サービスの利用実績と利用見込み量

との間に50％以上のかい離のあるもの

10/17都道府県・市町村

厚生労働省は、平成30年7月に、介護保険事業（支援）計画の進捗管理に関する
マ二ュアルを作成し、都道府県・市町村に対して、計画の達成状況の点検・評価
を適切に実施するよう通知

同マニュアルにおいて、利用実績と利用見込み量にかい離がある場合の原因分析
のプロセスを例示

厚生労働省の調べでは、都道府県・市町村は、以下のとおり、平成30年度の達成状況
について点検・評価を実施し、利用実績と利用見込み量にかい離があれば、かい離が
生じた原因分析を実施

• 都道府県：＜平成27年度＞ 34（72.3％）→ ＜30年度＞ 47（100％）
• 市 町 村 ：＜平成27年度＞755（47.8％）→ ＜30年度＞ 1,327 (76.2％)

1回目

前回2回目



3 介護休業制度等の周知促進

勧告（調査結果） 主な改善措置状況

○都道府県労働局に対して、家族介護者や事業所に介護休業
制度の情報が確実に伝わるよう以下の事項を指示
① 地域包括支援センターに家族介護者への周知を働き掛けること
② 関係機関・団体に傘下の事業所への周知を要請すること。その

周知状況を把握し、周知が図られるよう必要な対応をとること

（調査結果）
家族介護者や事業所に介護休業制度の情報が十分浸透していない

• 当省の意識調査結果において、介護休業を利用したことがない
とする者が＜95.7％＞
うち、介護休業自体を知らないとする者が＜63.4％＞

• 介護休業制度の改正内容が就業規則に適切に反映されていない
事業所が5割以上（47/91事業所）

地域包括支援センターや関係機関・団体への周知要請等が不十分

• 労働局が地域包括支援センターに周知の働き掛けを未実施
（3/20労働局）

• 労働局による周知協力の要請先が一部にとどまる（2/20労働局）
要請先における周知の取組を未把握（17/20労働局)

勧告（調査結果）

○都道府県に対して、介護保険事業支援計画における各年度の
介護人材の確保に係る定量的な目標設定や点検・評価の
効果的な方法を情報提供、毎年度の点検等の徹底を助言

（調査結果）
介護保険事業支援計画において、介護人材の確保に関する各年度の

定量的な目標設定が進んでおらず、毎年度の点検・評価が実施

されていない

• 平成27年度における介護人材の定量的な目標設定 2/20都道府県

2 介護人材の確保の着実な推進
主な改善措置状況

2

○介護人材の確保に向けた取組の進捗管理を的確に行うため、以下の
改善措置を実施

前述のマニュアルに、
• 介護人材の確保に係る定量的な目標設定や点検・評価の具体例を例示
• 毎年度の点検と未達成の場合における原因等の分析の徹底を図ることの
重要性を記載

厚生労働省は、平成31年3月の全国会議において、都道府県に対して、
改めてマニュアルの活用を要請

また、令和3年度を始期とする次期介護保険事業支援計画において、各年度
の定量的な目標設定及び点検・評価が実施されるよう、都道府県に要請

1回目

○仕事と介護の両立を可能とする職場環境の整備を図るため、以下の
改善措置を実施

都道府県労働局は、広報資料の送付や都道府県が実施している地域包括
支援センター職員向け研修を活用して、周知の働き掛けを実施

労働局は、協力依頼文書の送付等により、関係機関・団体に傘下の事業所
への周知を要請

労働局が周知要請した関係機関・団体のうち、大半（99％以上）の
関係機関・団体は、関係事業所に周知を実施。周知未実施の関係機関・団
体には、労働局から改めて協力を依頼

平成30年7月に、都道府県労働局に対して、通知を発出し、以下を指示
① 地域包括支援センターへの働き掛けを的確に行うこと
② 関係機関・団体に介護休業制度等の改正内容の周知を行うこと

1回目

前回2回目

前回2回目



3

4 家族介護者の求職・就職実態の把握・分析

勧告（調査結果） 主な改善措置状況

○ハローワークシステムの機能の活用等により、家族介護者
の求職及び就職の実態を的確に把握・分析し、家族介護者
に重点を置いた就職支援の在り方を検討

（調査結果）
再就職が容易でない家族介護者に重点を置いた就職支援は未実施

• 専用の相談窓口の設置等の家族介護者に重点を置いた就職支援
を実施している労働局なし

• 家族介護者に重点を置いた就職支援の必要性や方法の検討
については、家族介護者の求職・就職実態を統計的に把握して
いないため、未着手

○介護を理由に退職した者の再就職を支援するため、以下の改善措置
を実施

平成30年6月に、都道府県労働局に対して、求職者のうち家族介護者
を把握した場合にコード入力を行うことを通知により指示

入力されたデータを基に、ハローワークシステムの統計機能を用いて
求職・就職状況を分析した結果、新規求職者全体と比べて、家族介護求

職者は、①女性比率が高いこと、②就職率が低いことが判明し、
家族介護求職者に重点を置いた支援の必要性を確認

令和2年度からハローワークに家族介護求職者の支援を担う相談員を増員

1回目

前回2回目



 

 

介護施策に関する行政評価・監視 

－高齢者を介護する家族介護者の負担軽減対策を中心として－ 

の結果に基づく勧告に対する改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要 
 

【調査の実施時期等】 

1 実 施 時 期  平成 28年 12月～30年 6月 

2 対 象 機 関  調 査 対 象 機 関：厚生労働省 

関連調査等対象機関：都道府県(20)、市町村等(40)、地域包括支援センター(50)、民間事業所、関係団体等 

 

 【勧告日及び勧告先】 平成 30年 6月 19日 厚生労働省 

   【回 答 年 月 日】 平成 30年 12月 12日 ※ 改善状況は平成 30年 11月 28日現在 

   【その後の改善措置状況に係る回答年月日】 令和 2年 4月 21日 ※ 改善状況は令和 2年 4月 1日現在 

   【調査の背景事情】 

○ 高齢者人口の増加に伴い、介護保険制度上の要支援・要介護の認定者数は、平成 26年度末現在で約 606万人（平成 12年度末の 2.37 

倍）に増加するとともに、家族の介護・看護を理由として離職・転職した者は、年間 10万人を超える状況にある。 

○ このような中で、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」（平成 27年 11月 26日一億総活躍国民会議）では、「介

護離職ゼロ」に向けた取組を掲げ、2020 年代初頭までに、介護サービスが利用できずやむを得ず離職する者をなくすとともに、現行

の介護保険事業計画等における約 38 万人分以上（2015 年度から 2020 年度までの増加分）の整備加速化に加え、介護施設、在宅サー

ビス及びサービス付き高齢者向け住宅の整備量を約 12 万人分前倒し・上乗せし、約 50 万人分以上に拡大することなどが盛り込まれ

た。 

○ また、平成 28 年 3月には、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 3年法律第 76号）等が

改正され、介護離職の防止に向け、介護休業の分割取得（3 回まで、計 93日。平成 29年 1月施行）等の制度の拡充が図られた。さら

に、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28年 6月 2日閣議決定）では、介護する家族の不安や悩みに応える相談機能の強化・支援

体制の充実、介護休業・介護休暇を取得しやすい職場環境の整備等が新たに決定された。 

○ このように、「介護離職ゼロ」に向けた取組が進められる一方で、利用が低調な介護施設がある、介護休業制度等について知らない

人がいるなどの指摘もあり、既存の制度及びサービスの活用を一層進めることも課題と考えられる。 

○ この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、高齢者を介護する家族介護者の負担軽減の観点を中心として、仕事と介護の両

立を図るための介護保険サービスの利用状況や介護休業制度等の利用の促進に向けた取組状況等を調査し、関係行政の改善に資する

ために実施したものである。 
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勧告事項等 厚生労働省が講じた改善措置状況 

1 介護保険サービス等の整備 

⑴  介護保険事業（支援）計画の達成状況の点検・評価の推進 
（勧告要旨） 

厚生労働省は、地域の実態やニーズを的確に反映した介護保険サービスの

整備を計画的かつ着実に進める観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県及び市町村等の介護保険事業（支援）計画の各年度における達

成状況の点検・評価について、介護保険法や基本指針等の内容・趣旨を踏

まえ、適切に実施するよう都道府県及び市町村等に改めて助言すること。 

② 上記①の点検・評価の状況について把握するとともに、効果的な点検・

評価の方法について都道府県及び市町村等に示すこと。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 都道府県及び市町村等は、介護保険法や国が作成した基本指針等に基づき、3

年を 1期(※)とする介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する「介護保

険事業（支援）計画」を策定 
 （※）平成 27年度～29年度が第 6期計画期間、30年度～令和 2年度が第 7期計画期間 

○ 同計画には、各年度の介護施設の必要利用定員総数その他の介護保険サービス

の種類ごとの量の見込み（以下「利用見込み量」という。）を設定 

○ 基本指針では、各年度において、介護保険事業（支援）計画の達成状況を点検

し、その結果に基づいて対策を実施することが重要であると指摘 

 

＜調査結果＞ 

○ 本調査では、意識調査でケアマネジャー等が不足を感じているとの回答が多

かったものを中心とする次の 10 サービスを抽出して調査 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、② 介護老人保健施設、③認知

症対応型共同生活介護、④夜間対応型訪問介護、⑤定期巡回・随時対応型訪問

介護看護、⑥短期入所生活介護（ショートステイ）、⑦訪問介護、⑧通所介護、

⑨小規模多機能型居宅介護、⑩複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介

護） 

○ 介護保険事業（支援）計画で介護保険サービスの整備を進める上での基礎と

なるサービスの利用量を見込んでいない、見込んでいても利用実績とかい離す

る状況あり 

・ 上記 10 介護保険サービスの介護保険事業（支援）計画における推進実態を

みると（20都道府県・40市町村等の延べ 600サービス） 

 

 

 
 

→ 都道府県及び市町村等の介護保険事業（支援）計画について、①各年度に

おいて達成状況の点検・評価をすること及び②効果的な点検・評価の方法

を平成 30 年 7 月 30 日付け厚生労働省老健局介護保険計画課長通知「介護

保険事業（支援）計画の進捗管理について」で都道府県・市町村等に示し

た。 

  具体的には、都道府県及び市町村等の点検・評価の状況を聴取し、その聴

取で把握した課題を基に、都道府県等による計画作成後の進捗管理の手順

や考え方について、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」に取

りまとめた。 

また、②効果的な点検・評価の方法の提示については、同手引きにおい

て、サービス見込量の進捗管理の重要性を説明するとともに、円滑に点検・

評価できるよう、「サービス見込量の進捗管理のための作業シート」を掲載

し、活用を促した。 

 

⇒ 平成 31 年 3月の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議において、

都道府県に対して、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理について」を再

周知し、点検・評価の積極的な実施を促した。 

これらの取組の成果を検証するため、令和元年 9月から 11 月までに、47

都道府県に対して、第 7期介護保険事業（支援）計画（平成 30年度から令

和 2 年度までの計画）におけるサービス見込量の進捗管理の実施状況（平

成 30 年度）を調査した。 

  その結果、「サービス見込量の進捗管理のための作業シート」を活用する

などにより、全ての都道府県において、介護保険サービスごとに計画値と

実績値を比較していること及び大きなかい離がある介護保険サービスがあ

れば、かい離が生じた原因分析を実施していることが確認できた。 

また、市町村については、「保険者機能強化推進交付金」に係る評価指標

に、介護保険サービス等別の計画値と実績値のかい離状況の把握及びその

要因分析の有無を追加し、点検・評価の実施状況を確認した。 

  その結果、1,741 市町村のうち 1,327 市町村（76.2％）が、介護保険サ

ービスごとに計画値と実績値のかい離状況の把握及びその原因分析を実施

していることが確認できた。 

これら結果について、前期の計画である第 6 期介護保険事業（支援）計

→：「回答」時に確認した改善措置状況 

⇒：「その後の改善措置状況に係る回答」時に確認した改善措置状況 
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勧告事項等 厚生労働省が講じた改善措置状況 

  ⅰ）  第 6 期の計画期間(平成 27年度～29年度)を通して利用見込み量が未

設定のものが延べ 42サービス（2都道府県・22 市町村等） 

  ⅱ） 平成 27 年度における利用見込み量に対する利用実績の割合が、50％未

満のものが延べ 42 サービス、150％以上のものが延べ 6サービスあり 

○ 介護保険事業（支援）計画の達成状況の点検・評価が不十分 

・ 計画の達成状況の点検・評価が未実施の自治体＜28.3％（17/60自治体）＞ 

うち、利用実績と利用見込み量との間に 50％以上のかい離のあるサービス

を有する自治体 ＜58.8％（10/17自治体）＞ (該当延べ 15サービス） 

 

 

 

 

 

⑵  基金事業計画に基づく整備事業の事後評価の徹底 

（勧告要旨） 

厚生労働省は、地域の実態やニーズを的確に反映した介護保険サービスの

整備を計画的かつ着実に進める観点から、基金事業計画に基づく介護保険サ

ービスの整備のための事業については、それを行う都道府県等に対し、各年

度における事後評価の的確な実施及び未達成の場合の原因等の分析の徹底

を図るよう要請する必要がある。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 厚生労働大臣は、医療介護総合確保促進法に基づき、地域における医療及び介

護を総合的に確保するための基本方針（以下「総合確保方針」という。）を策定 

○ 都道府県及び市町村は、総合確保方針に即して地域における医療及び介護の総

合的な確保のための事業の実施に関する計画（基金事業計画）を作成 

○ 基金事業計画に記載された事業に関する経費に充てるため、消費税増税分を活

用した基金（地域医療介護総合確保基金）を都道府県に設置（介護分については、

平成 27 年度から介護施策等の整備に関する事業及び介護従事者の確保に関する

事業を実施） 

○ 総合確保方針において、都道府県は、各年度に事業ごとの実施状況を把握し、

点検するとともに、事後評価を実施し、その結果を国に提出するとともに、公表

する努力義務あり 

○ 国は、都道府県等に対して、目標が未達成の場合にはその原因等に対する見解

と改善の方向性を記載するよう通知 

画（平成 27 年度から 29年度までの計画）では、34都道府県（全都道府県

の 72.3％）、市町村は 755保険者（調査対象とした 1,579保険者の 47.8％）

（注）が点検・評価を実施していたことからすると、総務省からの勧告を受

け、当省が点検・評価の積極的な実施を促したことによって、都道府県等

による点検・評価の実施が進んだものと考えられる。 
（注） 平成 27 年 9 月に当省が都道府県及び各市町村（保険者）を対象に実施し

た「第 6期都道府県介護保険事業支援計画に関するアンケート調査」におい

て、平成 27年度及び 28年度に第 6期介護保険事業（支援）計画の達成状況

の点検・評価を行うと回答した都道府県及び市町村数である。 

  今後とも、点検・評価を実施していない市町村を中心に、サービス見込

量の進捗管理の重要性を説明するとともに、点検・評価の積極的な実施を

促していく。 

 

 
 

 

→ 平成 30 年 7 月 24 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振興課長連

名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護者

の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護総合確保

基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」を発出し、事後評

価に係る目標の達成状況の毎年度の点検及び、目標が未達成の場合には原

因等に対する見解と改善の方向性の記載等の適切な実施について、都道府

県に要請した。あわせて、事後評価の適切な実施に資するよう「都道府県計

画事後評価チェックリスト」を添付し、活用を促した。 

  また、都道府県等における事後評価に資するよう、平成 30 年 7 月 10 日

付け厚生労働省医政局地域医療計画課長、老健局高齢者支援課長・振興課

長、保険局医療介護連携政策課長連名通知「地域における医療及び介護の

総合的な確保の促進に関する法律に基づく都道府県計画及び市町村計画並

びに地域医療介護総合確保基金の平成 30 年度の取扱いに関する留意事項

について」に添付している様式例において、事後評価に係る目標の達成状

況に係る記載内容を充実させた。 

さらに、都道府県における各事業の効果的な目標設定に資するよう、平

成 30 年 9月 14 日開催の第 12 回医療介護総合確保促進会議において、各事

業に対応する評価指標案（アウトプット指標及びアウトカム指標）を提示

した。 
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＜調査結果＞ 

○ 単年度（27 年度）の整備事業で事後評価が不十分 

① 整備実績が未把握等のため達成率自体が把握できない整備事業が＜43％＞

（60事業中 26事業） 

② 達成率が 50％未満のもののうち原因分析等が行われていない整備事業が＜

65％＞（17事業中 11事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 平成 31 年 3 月 19 日開催の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議

において、30 年 7月 24 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振興課長

連名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護

者の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護総合確

保基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」の再周知を行

い、適正な事後評価について万全を期すよう依頼した。 

さらに、都道府県における各事業の効果的な目標設定に資するよう、平

成 30 年 9 月 14 日開催の第 12 回医療介護総合確保促進会議において案と

して提示していた、各事業に対応する評価指標（アウトプット指標及びア

ウトカム指標）について、31 年 4 月 26 日付け厚生労働省医政局地域医療

計画課長、老健局高齢者支援課長・振興課長、保険局医療介護連携政策課

長連名通知「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法

律に基づく都道府県計画及び市町村計画並びに地域医療介護総合確保基

金の平成 31 年度の取扱いに関する留意事項について」において評価指標

例を正式に提示した。 

これらの取組の成果を検証するため、令和元年 10 月に、平成 30 年度に

おいて事後評価の対象となる事業計画がある 40 都道府県に対して、総務省

からの勧告を受け、当省が事後評価の徹底を要請した前後（平成 27 年度事

業計画と平成 30年度事業計画）における事後評価の実施状況を調査した。 

その結果、以下の表のとおり、「都道府県計画事後評価チェックリスト」

を活用するなどにより、未達成の場合の原因の分析や改善の方向性の検討

を実施している都道府県数が増加していることが確認できた。 

 

表 都道府県における平成 27 年度及び 30年度の事後評価の実施状況 

（単位：都道府県） 

区 分 平成 27年度 30 年度 

① 事後評価実施 38 38 

 ② ①のうち未達成の場合の原因の分析
（注 1） 

29 

(76.3%) 

34 

(89.5%) 

  
②のうち改善の方向性の分析（注 2） 

20 

(69.0%) 

30 

(88.2%) 
（注）1 「② ①のうち未達成の場合の原因の分析」欄の括弧書きは、「①事後評価

実施」の都道府県数（38都道府県）に占める割合 
       2 「②のうち改善の方向性の分析」欄の括弧書きは、「①のうち未達成の場

合の原因の分析」の都道府県数（それぞれ 29都道府県、34都道府県）に占
める割合 
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⑶  介護の事前準備に必要となる介護保険制度等の情報の周知 
（勧告要旨） 

厚生労働省は、一億総活躍社会の実現という政府方針の下、介護離職ゼロ

の実現を図る観点から、労働者個々が介護への実効性のある備えを行うため

に必要な情報の提供・周知を図るため、国民健康保険加入の 40 歳に到達し

た者等の第 2号被保険者に対する介護保険制度等についての周知が徹底され

るよう、そのための取組を促進する必要がある。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 厚生労働省は、40 歳に到達し介護保険料の徴収が開始される者を始め、介護保

険の第 2 号被保険者（40 歳から 64歳までの医療保険加入者）に対する介護保険

制度の周知を図るため、都道府県に対し、管内の国民健康保険の保険者及び関係

団体を通じた国民健康保険の加入者たる第 2 号被保険者への介護保険制度の周

知について協力を依頼。また、健康保険組合連合会や全国健康保険協会等に対し

ても、健康保険等の加入者たる第 2 号被保険者への介護保険制度の周知について

協力を依頼 

 

＜調査結果＞ 

○  介護の事前準備に必要な情報の周知が十分図られていない。 

・ 介護を始める前に知らなかったと回答した者が「介護保険サービス」が

53.0％、「介護休業」が 72.8％（意識調査結果） 

○ 市町村において周知の重要性が十分理解されていない。 

・ 調査対象 40市町村等における 40歳に到達した国民健康保険加入者への介護

保険制度の周知状況をみると、未実施の市町村等が 67.5％ 

 

 

 

 

 

  今後とも、都道府県に対して、事後評価の実施とともに、未達成の場合

の原因の分析や改善の方向性の検討を実施するよう、引き続き、要請して

いく。 

 

 

 

 
 

→ 40 歳に到達し、保険料の徴収が開始される方をはじめとする第 2 号被保

険者に介護保険制度を周知するためのリーフレットの内容を更新し、平成

30 年 10 月 1 日付け厚生労働省老健局介護保険計画課長通知「介護保険の

第 2 号被保険者に対する介護保険制度周知について（依頼）」を発出し、各

医療保険者に対し、当該リーフレットを活用した介護保険制度の周知を改

めて依頼した。また、平成 31年 3月開催予定の全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議においても周知の必要性を改めて説明し、周知する予定

である。 

 

⇒ 平成 31 年 3 月 19 日開催の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議

において、リーフレットを活用した介護保険制度の周知を改めて依頼した。 

  今後とも、介護保険制度の改正等に応じて適宜内容を更新し、その都度

周知を図っていく。 
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2 介護人材の確保 

⑴   介護人材の確保に係る目標の設定及びその事後評価の推進 
（勧告要旨） 

厚生労働省は、介護人材を着実に確保する観点から、都道府県において

人材確保に向けた取組の進捗管理が的確に行われるよう、次の措置を講ず

る必要がある。 

① 介護保険事業支援計画については、都道府県における各年度の介護人

材の確保に係る定量的な目標の設定や当該目標の達成状況の点検・評価

の実施状況を把握し、効果的な目標設定や点検･評価の方法について都道

府県に情報提供すること。 

また、介護保険事業支援計画において定められた介護人材の確保に係

る目標の達成状況を毎年度点検し、未達成の場合はその原因等の分析の

徹底を図るよう都道府県に助言すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 基金事業計画については、都道府県における各年度の介護人材の確保

に係る定量的な目標の設定や当該目標の達成状況の点検・評価の実施状

況を把握し、効果的な目標設定や点検･評価の方法について都道府県に情

報提供すること。 

 

 

 

→ 都道府県等の介護保険事業支援計画について、平成 30 年 7 月に示した

「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」内で人材の確保に係る

PDCAの取組例を都道府県等に示した。 

具体的には、都道府県の点検・評価の状況を聴取し、その聴取で把握し

た課題を基に、同手引きに「取組と目標に対する自己評価シート」を掲載

し、介護人材の確保に係る定量的な目標設定や当該目標の達成状況の点検・

評価の実施の具体例を都道府県等に情報提供した。 

また、毎年度の点検と未達成の場合における原因等の分析の徹底を図る

ため、その重要性を同手引きに記載するとともに、同シートにおいて、目

標未達成の場合における原因分析や改善の方向性の記載例を示し、原因等

の分析方法について周知した。 

 

⇒ 平成 31 年 3月の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議において、

都道府県に対して、改めて「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引

き」の積極的な活用を促した。 

都道府県における各年度の介護人材の確保に係る定量的な目標の設定及

び当該目標の達成状況の点検・評価の実施については、第 7 期介護保険事

業支援計画の計画期間中であることから、次期計画である第 8 期介護保険

事業支援計画（令和 3 年度から 5 年度までの計画）において実施されるよ

う、引き続き、上記手引きの活用を促すなど、都道府県に各年度の定量的

な目標設定等を要請していく（注）。 
（注） 平成 30 年 7 月に、当省が都道府県に各年度の介護人材の確保に係る定量

的な目標の設定等について助言しているが、平成 30 年度を始期とする第 7

期介護保険事業支援計画は既に策定されていたため、各都道府県は、第 8期

介護保険事業支援計画から当該目標を設定することとなる。 
 

 

→ 平成30年7月10日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長、老健局高齢者

支援課長・振興課長、保険局医療介護連携政策課長連名通知「地域における

医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に基づく都道府県計画及

び市町村計画並びに地域医療介護総合確保基金の平成30年度の取扱いに関

する留意事項について」において、都道府県における効果的な目標設定や

点検・評価に資するよう計画やその事後評価の様式例の改正を行い、都道
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また、基金事業計画において定められた介護人材の確保に係る目標の

達成状況を毎年度点検し、未達成の場合はその原因等の分析の徹底を図

るよう都道府県に要請すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府県に通知した。 

加えて、平成 30 年 7 月 24 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振

興課長連名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家

族介護者の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護

総合確保基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」を発出

し、事後評価に係る目標の達成状況の毎年度の点検及び目標が未達成の場

合の原因等に対する見解と改善の方向性の記載等の適切な実施について、

都道府県に要請した。 

  なお、都道府県が事後評価時に、事後評価に係る目標の達成状況及び、目

標が未達成の場合の原因等に対する見解と改善の方向性の記載について確

認できるよう、「都道府県計画事後評価チェックリスト」の活用を促した。 

 

⇒ 平成 31 年 3 月 19 日開催の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議

において、30年 7月 24 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振興課長

連名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護

者の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護総合確

保基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」の再周知を行

い、適正な事後評価について万全を期すよう依頼した。 

これらの取組の成果を検証するため、令和元年 10月に、都道府県に対し

て、総務省からの勧告を受け、当省が事後評価の徹底を要請した前後（平

成 28 年度事業計画と平成 30 年度事業計画）における介護人材の確保に係

る目標設定及び事後評価の実施状況を調査した。 

その結果、以下の表のとおり、介護人材の確保に係る定量的な目標を設

定している都道府県数が増加していることが確認できた。 

また、事後評価の実施状況についても、「都道府県計画事後評価チェック

リスト」を活用するなどにより、事後評価を実施し、未達成の場合の原因

分析や改善の方向性を検討している都道府県が増加していることが確認で

きた。 
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③ 厚生労働省が毎年度「介護サービス施設・事業所調査」により把握し

た補正後の都道府県別の介護職員数について、毎年度都道府県に提供す

ること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 厚生労働省は、平成37年度（2025年度）の介護人材の需要見込みを推計(※)し、

37.7万人が不足するとの見込み 
  (※) 当該推計では、都道府県別に平成29年度、32年度の需要見込みも推計され公表 

○ 都道府県は、介護保険法等に基づき、介護保険事業支援計画に、「介護給付等

対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保又は資質の向上に資する事 

業に関する事項」を定めるよう努めるものと規定 

○ また、同法に基づく基本指針においては、「人材の確保及び資質の向上に資す

る事業に関する事項」を定める場合は、具体的な目標（可能な限り定量的な目標

値、時期）を掲げることのほか、各年度において、計画の達成状況を点検し、そ

の結果に基づいて対策を実施することが重要と指摘    

○ 基金事業計画において、国から介護人材確保に係る目標数の記載の取扱いにつ

いて明確に示されたものがない。 

表 都道府県における平成 28 年度及び 30 年度の介護人材の確保に係る定

量的な目標の設定及び事後評価の実施状況 
（単位：都道府県） 

区 分 平成 28年度 30年度 

① 定量的な目標の設定 32 35 

② 事後評価実施（注 2） 28 33 

 ②のうち、未達成の場合の原因の分析及び

改善の方向性の検討（注 3） 

4 

(14.3%) 

22 

(66.7%) 

（注）1 当省調査に回答した 44都道府県における実施状況 

       2 「②事後評価実施」の都道府県数は、「①定量的な目標設定」の都道府県数

の内数である。 

    3 「②のうち、未達成の場合の原因の分析及び改善の方向性の検討」欄の括

弧書きは、「②事後評価実施」の都道府県数（それぞれ 28都道府県、33都道

府県）に占める割合 

 

今後とも、都道府県に対して、介護人材の確保に係る定量的な目標を設

定し、事後評価を実施するとともに、未達成の場合の原因の分析や改善の

方向性の検討を実施するよう、引き続き、要請していく。 
 
 

→ 平成 30 年 6 月 19 日付け事務連絡「都道府県別職員数の情報提供につい

て」を発出し、「介護サービス施設・事業所調査」により把握した平成 26、

27 及び 28年度の補正後の都道府県別の介護職員数を都道府県に提供した。 

  なお、平成 29 年度分については、現在、調査結果を集計中であるため、

集計ができ次第、提供する予定である。 

 

⇒ 平成 31 年 3 月 29 日付け事務連絡「都道府県別職員数の情報提供につい

て」を発出し、「介護サービス施設・事業所調査」により把握した平成 29 年

度の補正後の都道府県別の介護職員数を都道府県に提供した。 

平成 30年度以降の介護職員数についても、引き続き、都道府県に提供し

ていく。 
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○ 厚生労働省は、毎年度「介護サービス施設・事業所調査」（介護サービス事業所

に調査票を配付、直接回収）を実施し、都道府県別の介護職員数等を把握（回収

率でデータを補正し使用） 

 

＜調査結果＞ 

○ 介護サービス業の有効求人倍率は高水準 

・ 【全国】 全職種平均の2倍以上で毎年度増加＜27年度2.69倍＞ 

【調査対象20都道府県】 ＜27年度1.50～5.35倍＞ 

○ 介護人材不足により介護保険サービスの提供に支障が生じる事態が発生 

○ 必要な介護人材の確保を着実に進めるための取組が不十分 

・ 都道府県では、介護保険事業支援計画における介護人材の確保等に関する各

年度の定量的な目標値の設定が進んでいない。 

→ 27年度に確保すべき介護人材の定量的な目標値を設定している都道府県

は ＜10％（2/20都道府県）＞ 

 ・ 基金事業計画においても、介護人材の確保等に関する各年度の定量的な目標

値の設定が進んでいない。 

  → 29年度までの目標数を案分し、毎年度の進捗管理に必要な単年度目標数

（27年度目標）を記載している都道府県は＜25％（5/20都道府県）＞ 

○ 都道府県では、管内の介護職員数を的確に把握できていない。 

・  27年度の管内の介護職員数を把握していない都道府県が＜ 25.0％                                                                         

（5/20都道府県）＞ 

→ 管内の介護職員数を把握する15都道府県のうち、国の把握数より5千人以

上かい離した数で把握している都道府県が＜33.3％（5/15都道府県）＞ 

⇒ 都道府県からは、国が調査により把握している介護職員数の補正後の数値を

毎年度提供してほしいとの意見・要望あり 

 

⑵  介護人材の確保に向けた各種事業の効果的な実施 

（勧告要旨） 

厚生労働省は、介護人材を着実に確保する観点から、都道府県における

人材確保に向けた取組について、必要な見直しが行われ、効果的な取組が

進められるよう、次の措置を講ずる必要がある。 

① 基金事業計画に基づき実施している介護人材の確保に関する各事業に

ついては、目標値の指標を適切に設定し、その実施状況の把握、点検及

び評価を徹底するとともに、その評価結果に基づき、事業内容の的確な

見直しを行うよう、都道府県に要請すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 平成 30 年 7 月 24日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振興課長連

名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護者

の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護総合確保

基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」を発出し、目標

に関する適切な指標の設定、目標の達成・実現状況の把握を踏まえた適切

な事後評価の実施、事後評価の結果に基づく事業内容の的確な見直しにつ

いて、都道府県に要請した。 
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さらに、都道府県における各事業の効果的な目標設定に資するよう、平

成 30 年 9 月 14 日開催の第 12 回医療介護総合確保促進会議において、各

事業に対応する評価指標案（アウトプット指標及びアウトカム指標）を提

示した。今後、国が策定する評価指標として提示する予定である。 

 

⇒ 平成 31 年 3 月 19 日開催の全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議

において、30年 7月 24 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長・振興課長

連名通知「「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護

者の負担軽減策を中心として－」結果報告書に基づく地域医療介護総合確

保基金（介護分）に関する勧告に対する留意事項について」の再周知を行

い、適正な事後評価について万全を期すよう依頼した。 

さらに、都道府県における各事業の効果的な目標設定に資するよう、平

成 30年 9月 14日開催の第 12回医療介護総合確保促進会議において案とし

て提示していた、各事業に対応する評価指標（アウトプット指標及びアウ

トカム指標）について、31 年 4 月 26 日付け厚生労働省医政局地域医療計

画課長、老健局高齢者支援課長・振興課長、保険局医療介護連携政策課長

連名通知「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

に基づく都道府県計画及び市町村計画並びに地域医療介護総合確保基金の

平成 31年度の取扱いに関する留意事項について」において評価指標例を正

式に提示した。 

これらの取組の成果を検証するため、令和元年 10 月に、都道府県に対し

て、平成 28 年度事業計画及び平成 30 年度事業計画に基づく各種事業にお

ける介護人材の確保に係る目標設定及び事後評価の実施状況を調査した。 

その結果、以下の表のとおり、介護人材の確保に係る定量的な目標とし

て、アウトプット指標（注 1）やアウトカム指標（注 2）を設定している都道

府県数が増加していることが確認できた。 
（注）1 具体例としては「介護に係る入門研修の受講者数」「介護に係る就職フェ

アの参加者数」など 

2 具体例としては「介護職への就職者数」「県の離職率」など 

また、事後評価の実施状況については、事後評価を実施し、未達成の場

合の原因分析や改善の方向性を検討している都道府県が増加しているこ

とが確認できた。さらに、未達成の場合の原因や改善の方向性の分析をし

ている都道府県のうち、事業実績を踏まえた事業の見直しまで実施してい

た都道府県も増加していることが確認できた。 
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② 介護福祉士修学資金等貸付事業については、その利用が促進されるよ

う、介護の仕事に対する啓発、貸付制度の周知への一層の対応を図るこ

と。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

（地域医療介護総合確保基金による介護従事者の確保に関する事業） 

○ 「介護従事者の確保に関する事業」は、地域医療介護総合確保基金の対象事業

表 都道府県における平成 28年度及び 30年度の介護人材の確保に係る定

量的な目標の設定及び事後評価の実施状況 
（単位：都道府県） 

区 分 平成 28年度 30年度 

①  定量的な目標の設定 － － 

 ⅰ アウトプット目標の設定 41 42 

 ⅱ アウトカム目標の設定 36 39 

② 事後評価実施 41 41 

 ⅰ ②のうち、未達成の場合の原因の分析及び

改善の方向性の検討（注 2） 

13 

(31.7%) 

25 

(61.0%) 

  ⅱ ②ⅰのうち、事業実績を踏まえた事業の

見直し（注 3） 

10 

(76.9%) 

22 

(88.0%) 
（注）1 当省調査に回答した 42都道府県における実施状況 

2 「②のうち、未達成の場合の原因の分析及び改善の方向性の検討」欄の括
弧書きは、「②事後評価実施」の都道府県数（それぞれ 41都道府県）に占め
る割合 

3 「②ⅰのうち、事業実績を踏まえた事業の見直し」欄の括弧書きは、「②の
うち、未達成の場合の原因の分析及び改善の方向性の検討」の都道府県数（そ
れぞれ 13都道府県、25都道府県）に占める割合 

 

今後とも、都道府県に対して、介護人材の確保に係る定量的な目標を設

定し、事後評価を実施するとともに、未達成の場合の原因の分析や改善の

方向性の検討を実施するよう、引き続き、要請していく。 

 

 

 

 

 
 
 

 

→ 介護福祉士修学資金等貸付事業については、都道府県が参加する全国会

議（平成 30年 3月、9 月）において、ハローワークや関係団体と連携した

事業の実施について周知に努めるとともに、制度の積極的な活用を促した。  

また、平成 30年度中に、福祉・介護の体験型イベント等を行い、介護の

魅力を PRする事業を実施する予定である。 

 

⇒ 介護福祉士修学資金等貸付事業については、平成 30 年に引き続き都道府
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の一つであり、平成 27 年度から、都道府県において、地域の実情に応じて、多

様な介護人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善を図るために実施 

○ 地域医療介護総合確保基金の対象事業については、総合確保方針において、都

道府県は各年度にその実施状況を把握し、点検するとともに、事後評価を実施し、

その結果を国に提出し、また、公表する努力義務あり 

 

（介護福祉士修学資金等貸付制度） 

○ 介護福祉士修学資金貸付事業は、介護福祉士を目指す者に対し、都道府県から

介護福祉士養成施設等への修学資金の貸付けを行うもの。介護福祉士養成施設等

の在学期間中に月額 5 万円を限度に無利子で貸付けを受けられる上、貸付けを受

けた者が介護福祉士養成施設等を卒業後に当該都道府県内で継続して 5 年間介

護の業務に従事した場合には、貸付金の全額の返還を免除。また、都道府県によ

っては、貸付枠（貸付可能人数）を設定 

○ 再就職準備金貸付事業は、離職した介護人材のうち一定の要件を満たす者に対

し、都道府県から介護職員として再就職する際に必要となる準備金の貸付けを行

うもの。この貸付けは、一回を限度として 20 万円を上限に無利子で貸付けを受

けられる上、貸付けを受けた者が当該都道府県内で介護職員として 2 年間継続し

て従事した場合には、貸付金の全額の返還を免除。また、都道府県によっては、

貸付枠（貸付可能人数）を設定 

 

＜調査結果＞ 

（地域医療介護総合確保基金による介護従事者の確保に関する事業） 

○ 平成27年度の基金事業計画に基づき実施する事業において、介護現場で介護に

従事する者がどれだけ確保できたのか等を把握するものとなっていないものあ

り 

・ 介護の職場体験 

→ 職場体験の開催回数、体験人数等のみを目標値とし、事後評価を実施＜16

都道府県＞  

一方、介護分野への進学・就業者数等を目標値とし、事後評価を実施＜2

都道府県＞ 

・ 潜在介護職員の再就職促進 

  → 研修会の開催回数等のみを目標値とし、事後評価を実施＜10都道府県＞ 

    一方、介護分野への就業者数を目標値とし、事後評価を実施＜5都道府県＞  

 

 

県が参加する全国会議（平成 31 年 3月、令和元年 9月）において、制度の

積極的な活用を促した。 

  平成 30 年度に、介護の仕事の魅力を伝え、福祉・介護に対するイメージ

を変えることを目的とした、福祉・介護について理解を促進するための体

験型・参加型イベントの開催や、世代横断的な広報活動等を実施した。 

  なお、平成 28 年度から 30 年度までの介護福祉士修学資金等貸付事業の

実績（貸付決定人数）をみると、5,073 人から 9,034人に増加している。 

  今後とも、介護の仕事に対する啓発、貸付制度の周知を徹底していく。 
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（介護福祉士修学資金等貸付制度） 

○ 介護福祉士修学資金貸付事業については、都道府県によって事業効果が区々 

・ 貸付枠に対する新規貸付決定者数の割合は＜74％(9,203人/12,374人)＞ 

→ 割合が50％台以下＜4都道府県＞ 

・ 平成21年度の新規貸付決定者のうち5年間介護業務に従事し、全額返還免除

された者の割合は＜74％（677人/915人）＞ 

→ 都道府県別では＜33％～92％＞と区々 

・ 平成21年度の新規貸付枠に対する人材確保につながった全額又は一部返還

免除者の合計（枠数）の割合は＜47％（745人/1,578人）＞ 

→ 都道府県別では＜7％～80％＞と区々 → 30％未満も＜3都道府県＞ 

 ⇒ 都道府県からは、介護の仕事に対する啓発不足を挙げ、国に対して更なる周

知等を求める意見あり 

 

○ 再就職準備金貸付事業については、貸付実績が低調 

 ・ 貸付実績なしの都道府県が＜50％（10/20都道府県）＞ 

→ 残りの都道府県の貸付実績も＜1件～15件＞ 

・ 貸付枠を設定する14都道府県における未消化の貸付枠の割合は＜98％(3,934

人/4,034人)＞ 

⇒ 都道府県では、原因は当該事業の周知不足が課題であり、その対応を求める

意見あり 

 

3  働きながら介護ができる環境の整備 

⑴  介護休業制度等の利用環境の整備 
（勧告要旨） 

厚生労働省は、仕事と介護の両立を可能とする職場環境の整備を図る観

点から、介護休業制度等の周知を徹底するため、次の措置を講ずる必要が

ある。 

① 家族介護者への周知については、地域包括支援センターにおいて、情

報提供の必要性、制度の内容等が十分に理解され、家族介護者に対する

情報提供が確実に行われるようにするため、同センターに対する周知の

働き掛けを的確に行うよう労働局に指示すること。 

 

②  事業所への周知については、労働局において、周知要請すべき関係機

関・団体を明確にし、その要請を徹底するとともに、周知要請をした関

係機関・団体における取組状況を把握するものとすること。また、関係

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

→ 平成 30 年 7 月 30 日付け厚生労働省雇用環境・均等局長通知「「『介護施

策に関する行政評価・監視』の結果に基づく勧告」への対応について」（以

下「平成 30年 7 月 30日通知」という。）を都道府県労働局雇用環境・均等

部（室）長宛てに、発出して、地域包括支援センターへの働き掛けを的確に

行うこと及び関係機関・団体への周知徹底等を行うことを労働局に指示し

た。 

また、平成 30年 9月に、29 年 1 月及び 10 月施行の法改正の内容を盛り

込んだ「育児・介護休業法のあらまし及び規定例」を都道府県労働局に配

布し、関係機関・団体等への周知に活用するよう促した。 

さらに、平成 30 年 11 月 28 日開催の平成 30 年度臨時全国雇用環境・均

等部室長会議において、勧告内容の徹底を指示した。 
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事業所への周知のための取組が行われていない場合は、関係事業所への

周知が図られるための必要な対応を行うよう労働局に指示すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 育児・介護休業法により、事業主は、労働者の申出に基づき介護休業（93日)、

介護休暇（5日）を利用させるほか所定労働時間の短縮等の措置を講ずる義務等

あり 

 → 平成 29 年 1 月、同法の改正により制度拡充：3 回を限度に介護休業の分割

取得が可能等 

○ 事業所は介護休業制度等に関する規定を就業規則に整備することが必要 

○ 厚生労働省は、都道府県労働局に対し、次の取組を指示 

 ・  家族介護者への制度等の周知のため地域包括支援センターとの連携 

 ・  事業所への制度等の周知のため関係機関・団体（※）に協力要請 
   （※）都道府県、市町村等、経営者協会、商工会議所・商工会、労働組合 

 

＜調査結果＞ 

○ 働きながら介護に従事するために必要な介護休業制度等の情報が十分浸透し

ていない。 

 ・ 家族介護者における介護休業制度等の認知度が低い。 

  → 家族介護者への意識調査結果において、介護休業を利用したことがないと

する者が＜95.7％＞。うち、介護休業自体を知らないとする者が＜63.4％＞ 

 ・ 事業所に介護休業制度等の28年度改正内容が十分に伝わっていない。 

  → 介護休業制度等の28年度改正内容の就業規則への反映状況について調査

した結果、介護休業制度等の改正内容が就業規則に適切に反映されていない 

   事業所が＜51.6％（47/91事業所）＞あり 

○ 家族介護者や事業所への制度周知のための地域包括支援センターや関係機関・

団体への協力要請等が不十分 

 ・ 労働局における地域包括支援センターへの周知の働き掛けが十分でない。 

  → 労働局が周知の働き掛けを未実施 ＜3労働局・7センター＞ 

→ 地域包括支援センターが労働局から周知の働き掛けを受けた認識がない

又は認識していても家族介護者への周知の必要性等を理解していない。＜14

労働局・34センター＞ 

・ 労働局における関係機関・団体への周知要請が十分でない。 

 → 労働局による周知協力の要請先が、都道府県、市町村等、経営者協会、商

工会議所・商工会、労働組合の一部にとどまる ＜2労働局＞ 

 

⇒ 全国の都道府県等が参加する全国厚生労働部局長会議（平成 31年 1月 18

日開催）、都道府県労働局長が参加する全国労働局長会議（同年 2月 5日開

催）及び都道府県労働局雇用環境・均等部（室）長が参加する全国雇用環

境・均等部（室）長会議（同月 13日開催）において、改めて勧告内容とそ

の対応を指示した。 

  また、平成 31年 4月 1 日付けで都道府県労働局長宛てに発出した「平成

31 年度地方労働行政運営方針について」においても「（略）家族の介護に直

面した労働者が介護休業・介護休暇を始めとした制度を活用して就業を継

続できるよう、制度の周知を行う。周知に当たっては、地域包括支援センタ

ー等との連携も図る。さらに、介護離職が多い業種・企業など重点対象を定

めて、介護休業制度等の規定が未整備の事業所に対しては育児・介護休業

法の内容に沿った規定の整備を促す。」と盛り込み、改めて地域包括支援セ

ンター及び関係団体・機関（都道府県、市町村、経営者団体（経営者協会、

商工会議所・商工会、中小企業団体中央会等）及び労働組合）への周知を指

示した。 

  さらに、地域包括支援センター等に来られた家族介護者に対して介護休

業制度等の情報が確実に届くよう、新たに介護休業制度を紹介するリーフ

レットを作成し、平成 31年 3月に、依頼文を本省から全都道府県介護保険

主管課、全市町村（特別区を含む。）介護保険主管課、全地域包括支援セン

ターに対して送付した。 

  なお、本省においても、政府広報（フィーチャーフォン（令和元年 9月）、

ラジオ（同年 10 月）、テレビ（同年 11 月））による周知を行うなど、介護

休業制度をより広く周知するための取組を並行して実施している。 

 

平成 30 年 7 月 30 日付け通知に併せて、本省が全都道府県労働局に対し

て、地域包括支援センターに対する周知の働き掛けの実施状況を調査し、

31年 3月までに取りまとめを行った。 

その結果、全都道府県労働局において、地方公共団体や地域包括支援セ

ンターに対して、周知に係る協力依頼、広報資料等の送付などの働き掛け

を行っていることを確認した。このうち、31都道府県労働局においては、

地域包括支援センター職員向け研修で育児・介護休業法の説明を行うなど

周知の働き掛けを行っていた。具体的には、地方厚生局とも連携して都道

府県介護保険主管課に地域包括支援センター職員向けの研修会における説

明時間の確保を依頼し、育児・介護休業法の説明を行った労働局もあった。 
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→ 労働局が要請先による事業所への周知の取組状況を全部又は一部につい

て把握していない。＜17労働局＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  家族介護者の就職支援の在り方検討 
（勧告要旨） 

厚生労働省は、一億総活躍社会の実現という政府方針の下、介護を理由

として退職した者に対して、その希望するときに再び雇用の機会が与えら

れるようにする観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① ハローワークシステムの機能を活用すること等により、家族介護者の

求職及び就職の実態を的確に把握し、分析すること。 

② また、この結果を踏まえ、女性、高年齢者等に対するきめ細かな就職支

援と同様、家族介護者である求職者に重点を置いた就職支援の在り方に

ついて検討すること。 

（説明） 

＜制度の概要等＞ 

○ 国は、介護を理由として退職した者に対して、その希望するときに再び雇用の

機会が与えられるようにするため、職業指導、職業紹介、職業能力の再開発の措

置等が効果的に関連して実施されるように配慮するとともに、円滑な再就職を図

るため必要な援助を行う（育児・介護休業法第 32条） 

○ 「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年 6月 2日閣議決定）では「介護離職

ゼロ」が 3大目標の一つ。女性、高齢者等にはきめ細かな就職支援の方策につい

  今後とも、効果的な周知の働き掛けを行うよう、引き続き、指示してい

く。 

 

また、令和 2 年 1 月から 2 月にかけて、本省が全都道府県労働局に対し

て、労働局から関係機関・団体への周知要請の状況及び周知要請した関係

機関・団体における取組（傘下の関係事業所への周知）の把握状況を調査

した。 

その結果、都道府県労働局において、協力依頼文書の送付等により、関

係機関・団体に周知要請していることが確認できた。加えて、都道府県労

働局が取組状況を把握した関係機関・団体においては、大半（99％以上）が

関係事業所に周知を行っていることが確認できた。さらに、周知を未実施

の関係機関・団体についても、都道府県労働局から関係事業所に対する周

知が的確に行われるよう、再度、働き掛けを行っていることが確認できた。 

今後とも、都道府県労働局に対して、関係機関・団体への周知を要請す

るとともに、関係機関・団体における取組状況を把握し、必要な対応を行

うよう、引き続き、指示していく。 

 

 

 

→ 各都道府県労働局職業安定部長に対し、求職者が就業に当たって家族の

介護に留意する必要があることを把握した場合にコード入力を行うこと等

を内容とする平成 30 年 6月 19 日付け厚生労働省職業安定局首席職業指導

官通知「「介護施策に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」への対応に

ついて」（以下「通知」という。）を発出し、あわせて、同年 6月 29 日の全

国職業安定部長等会議において、当該通知に基づく取扱いの徹底を指導し

た。 

これにより入力されたデータを元に、ハローワークシステムの統計機能

を用いて分析を行った結果、以下の内容が確認された（平成 30年 6 月から

9 月までの結果を分析）。 

・ 就業に当たって家族の介護に留意する必要がある求職者（以下「家族

介護求職者」という。）の新規求職申込者数は約 5 千人（同時期のハロー

ワークの新規求職者全体の 0.4％）であった。また、家族介護求職者の

うち、離職理由として家族の介護・看護を挙げた者の人数は約 3割程度

であった。 

・ さらに、家族介護求職者の状況について性別及び年齢別でみたところ、 
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て示されているが、家族介護者に関しては就職支援に関する特段の言及なし 

○ 厚生労働省本省は、毎年度「地方労働行政運営方針」により、当該年度におけ

る業務運営の方針を職業安定業務も含め都道府県労働局に提示 

 

＜調査結果＞ 

○ 家族介護者の再就職が容易でない 

 ・ 家族介護者への意識調査結果において、 

① 介護離職時に仕事の継続希望があり、就職活動を行った者のうち、再就職

できていない者が＜56.3％＞、 

② 再就職し、現在、正規の職員・従業員で就業している者は＜20.6％＞ 

→ 介護離職時に正規の職員・従業員であった者の割合＜49.5％＞の半分以

下 

○ 再就職が容易でない家族介護者に重点を置いた就職支援は未実施 

 ・ 専用の相談窓口の設置等の家族介護者に重点を置いた就職支援を実施してい

る労働局なし 

 ・ 家族介護者に重点を置いた就職支援の必要性や方法の検討については、家族

介護者の求職・就職実態を統計的に把握していないため、未着手 

・ 新規求職者全体と比べて、家族介護求職者の女性比率が高くなって

いる。 

・ 新規求職者全体と比べて、家族介護求職者の 45歳以上の比率が高く

なっている。 

・ 家族介護求職者の就職率は性別、年齢を考慮しても新規求職者全体

の就職率より低くなっている。 

 

上記のとおり、ハローワークにおける家族介護者の求職・就職状況の実

態について一定程度の情報が得られたところであるが、データを把握した

期間は約 3か月と短期間であり、家族介護求職者の求職及び就職の実態を

的確に把握するまでには至っていない。このため、年度内の一定期間のみ

の情報を元に一般化することについては慎重な対応が必要である。 

このため、今後も引き続きハローワークにおいてコード入力を行うこと

等を徹底するとともに、年間を通じた求職・就職状況を分析することによ

り、家族介護求職者に重点を置いた就職支援の在り方について検討する。 

※ なお、子育て中の女性等の個別支援の対象者は約 1 万 7,800人（平成

30 年 7 月から 9 月まで）、高年齢者専門の相談窓口である生涯現役支援

窓口の個別支援の対象者は約 1 万 8,300 人（平成 30 年 6 月から 9 月ま

で）となっている。 

 

⇒ 通知により入力されたデータを基に、ハローワークシステムの統計機能

を用いて分析を行った結果、以下の内容が確認された（平成 30年 7月から

令和元年 6月までの結果を分析）。 

・ 家族介護求職者の新規求職申込者数は約 2 万 3,700 人（同時期のハロ

ーワークの新規求職者全体の 0.5％）であった。また、家族介護求職者の

うち、離職理由として家族の介護・看護を挙げた者の人数は約 3 割程度

であった。 

・ また、家族介護求職者の状況について性別及び年齢別でみたところ、 

・ 新規求職者全体と比べて、家族介護求職者の女性比率が高くなって

いる。 

・ 新規求職者全体と比べて、家族介護求職者の 45 歳以上の比率が高く

なっている。 

・ さらに、家族介護求職者の就職率については、性別、年齢を考慮して

も新規求職者全体の就職率より低くなっている。 
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上記のとおり、家族介護求職者に重点を置いた支援の必要性が改めて確

認できた。 

このため、令和 2 年度から、家族介護求職者に重点を置いた支援を行う

ため、全国のマザーズハローワーク等に家族介護求職者支援を担う相談員

を新たに 10 人増員したところである。 

なお、本相談員は、①担当者制・予約制によるきめ細かな職業相談・職

業紹介や②仕事と介護が両立しやすい求人情報の収集・提供といった支援

を行うこととしている。 

※ 子育て中の女性等の個別支援の対象者は約 7 万 4,500人（平成 30年 7

月から令和元年 6月まで）、高年齢者専門の相談窓口である生涯現役支援

窓口の個別支援の対象者は約 5 万 7,100 人（（平成 30 年 7 月から令和元

年 6月まで）となっている。 

今後とも、家族等の介護のために離職した者に対して、引き続き、仕事

と介護が両立しやすい事業所への再就職支援を実施していく。 

 


